
別紙様式５号（第７の３及び第８の３関係）

１　産地基幹施設等支援タイプ

　Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

（徳島県　令和5年度）
メ

ニュー
①

メ
ニュー

②
事業内容 事業費

（対象
作物・
畜種等
名）①

計画時
（令和2
年）

１年後
（令和3
年）

２年後
（令和4
年）

３年後
（令和5
年）

目標値
（令和5
年）

達成率

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時
（令和2
年）

１年後
（令和3
年）

２年後
（令和4
年）

３年後
（令和5
年）

目標値
（令和5
年）

達成率

（工種、
施設区
分、構
造、規

格、能力
等）

（円）

交付金 都道府
県費

市町村
費

その他

0.0% 0.0% 16.9% 25.8% 16.0% 0.0% 0.0% 29.0% 61.2% 51.0%

上位規
格品の
出荷量

上位規
格品の
出荷量

上位規
格品の
出荷量

上位規
格品の
出荷量

上位規
格品の
出荷量

契約
取引量

契約
取引量

契約
取引量

契約
取引量

契約
取引量

0.0t 0.0t 22.8t 46.3t 22.2t 0.0t 0.0t 39.1t 109.8t 70.8t

/ / / / / / / / / /

全出荷
量

全出荷
量

全出荷
量

全出荷
量

全出荷
量

全出荷
量

全出荷
量

全出荷
量

全出荷
量

全出荷
量

0.0t 0.0t 134.4t 179.2t 138.7t 0.0t 0.0t 134.4t 179.2t 138.7t

総合
所見

 （注）１　別紙様式１号の１の（２）のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱第３の２の（２）のアの（ア）のただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

都道府県平
均達成率

100%

類
別

I 1

類
別

EG 1

都道府県の評
価

上位規格品
の割合、契約
取引の割合と
もに成果目標
を達成するこ
とができた。

今後は、本
事例を環境制
御装置を活用
したモデルと
してスマート
農業の普及推
進 に 取 り 組
む。

県平均達成率は100%で達成となった。

事業実施後の状況① 事業実施後の状況② 負担区分（円）

市町
村名

事業実
施主体

名

成果目標
の具体的
な内容①

0 155,400,000
令和4年
3月24日

　令和５年度の上位
規格品の成果目標
は、従業員の技術向
上や環境制御装置の
活用により気候変動
への対応ができたこ
とで、上位規格品の
割合が向上したた
め、目標達成となっ
た。また、契約取引
数量の成果目標も、
出荷先件数が１３件
と前年を上回ったこ
とに伴い、契約取引
数量が増加したた
め、目標達成となっ
た。
　今後も、引き続き
消費量の多い都市圏
等への営業活動を行
い、販路拡大を図る
ことで、経営基盤の
強化に取り組む。

成果目標
の具体的
な実績①

成果目標
の具体的
な内容②

成果目標
の具体的
な実績②

完了年月
日

事業実施主体の評価 備考

阿波
市

株式
会社
ＩＮ
ＩＴ
ＩＵ
Ｍ

野菜
(ミニ
トマ
ト)

当該品
目の全
出荷量
に占め
る上位
規格品
の割合
を16.0
ポイン
ト以上
増加

161.3%

当該品
目の全
出荷量
に占め
る上位
規格品
の割合
を25.8
ポイン
ト増加

野菜
(ミニ
トマ
ト)

当該品
目の全
出荷量
に占め
る契約
取引の
割合が
51.0％

120.0%

当該品
目の全
出荷量
に占め
る契約
取引の
割合が
61.2％

生産技
術高度
化施設

高度環
境制御
栽培施
設
1棟

8,272㎡

養液栽
培設備
一式

統合環
境制御
装置１
台

空調施
設一式

その他
附帯設
備　一
式

284,900,000 129,500,000 0


